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気まぐれ通信 2020／01 

 平成２８年３月末に改正社会福祉法が成立し、社会福祉法人制度改革の一環として法人のガバナンスの強化、

事業運営の透明性の向上、財務規律の強化などを目的として様々な改正が行われました。本通信は、社会福祉法

人制度改革関連のトピックスをご紹介するものです。                 監査法人 彌榮会計社 
****************************************************************************************************

社会福祉法人の事業展開等に関する検討会報告書 

 ｢社会福祉法人の事業展開等に関する検討会 ｣ につ

いては８月号及び１１月号でも取り上げましたが、厚生

労働省は１２月１０日に第６回目の検討会を開催し、

｢ 社会福祉法人を中核とする非営利連携法人(以下 ｢ 連

携法人  ｣ と言います。)｣ 制度の創設を盛り込んだ報告

書案を提示、委員からおおむね了承されました。この

検討会の議論を踏まえ、若干の修正が加えられ、同月

１３日に報告書が公表されました。 

 社会福祉法人は社会福祉法に定められた社会福祉事

業を行うことを目的として設立された特別法人です。

そのこと自体は今も変わりはありませんが、本報告書

では、社会福祉事業のみならず地域住民の抱える ｢ 地

域生活課題 ｣ に対して、社会福祉法人が非営利セクタ

ーの中核として、福祉分野での専門性を生かして対応

するための連携・協働化しやすい環境整備の必要性が

述べられています。 

 報告書では、今後の社会福祉法人の連携・協働化の

手法を、(１) 社会福祉協議会による連携や社会福祉法

人の法人間連携、(２) 連携法人制度の創設、(３) 希望

する法人が合併・事業譲渡に円滑に取り組めるような

環境整備、３パターンに整理しました。 

 連携法人は、先行して実施されている  ｢ 地域医療連

携推進法人 ｣ の仕組みを参考に、｢ 法人格は一般社団法

人 ｣ で、｢ 一定の基準に適合すると認めるものを所轄庁

が認定する仕組み ｣ とすることは既報のとおりです。

業務としても、① 地域共生社会の実現に向けた連携、

② 災害対応に係る連携、③ 福祉人材確保・育成、④ 生

産性向上のための共同購入など社会福祉事業の経営に

係る支援、⑤ 社会福祉法人への貸付、等を対象とする

ことは既報のとおりですが、④ に ｢ 本部事務の集約 ｣ 

が加えられました。 

 社員については、原案では ｢ 社会福祉事業を実施し

ている法人を２以上とし、そのうち社会福祉法人が１

以上であることを必須とすることが適当である ｣ とさ

れていましたが、報告書では ｢ 社員は社会福祉事業を

実施している法人を２以上とし、社員の過半数が社会

福祉法人であることを必須とすることが適当である ｣ 

に修正されています。この修正は大きな違いをもたら

します。前者の場合、例えば社会福祉法人と医療法人

のみでも連携法人を構成できますが、社会福祉法人が 

｢ 過半数 ｣ となると、どのような組み合わせであっても

社会福祉法人は２法人以上必要となります。すなわち

よく見かける、医療法人が母体となって社会福祉法人

を設立したような場合のみでは連携法人を設立できま

せん。また過疎地など社会福祉法人の数が少ない地域

でも複数の社会福祉法人が参加することが困難な場合

もあるでしょう。このことは連携法人制度普及の制約

となるかもしれません。 

 第４回検討会で提出された論点では、社員としての

関係自治体の参加も挙げられていましたが、報告書に

は取り入れられていません。もちろん所轄庁の指導監

督下にはあるわけですが、連携法人運営の一定の独立

性を確保したと考えられます。逆に ｢ 社会福祉従事者

の養成施設 ｣ に関する業務を行う者の参加が認められ

ました。 

 運営の経費が社員からの会費や業務運営費で賄うこ

とや、社会福祉法人への資金の融通についての仕組み

等は、１１月号でご説明した内容がそのまま報告書に

踏襲されています。 

 連携法人制度の創設を盛り込んだ社会福祉法改正案

が、今月召集される通常国会に提出される予定です。 

 

◎ 社会福祉法人の事業展開等に関する検討会報告書 

https://www.mhlw.go.jp/content/12004000/000577210.pdf 

 

｢気まぐれ通信｣ のアーカイブをご覧になりたい

方、社会福祉法人の経営・法律・会計等に関する

ご質問がお有りの方は、是非、弊監査法人の下記

ＨＰを通じてお問い合わせをお願い致します。 

ありがとうございました。 

https://www.yasaka-ac.co.jp 
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